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お わ り に

日本経済は、2002年を底として景気回復過程に入り、持続的な成長が期待で

きるようになりつつある。こうした中で起こっているのが、地域間格差の拡大

である。愛知県に立地する製造業の経営者が、「トヨタ自動車がブルトーザー

で人をさらっていくと、次はデンソーなどの大手部品メーカーがトラックで人

をかき集めていくので、中小企業は全く人が採れない」と嘆いていた。

青森県のハローワークに行くと、有効求人倍率が１倍よりはるかに低く、求

人票の賃金も地域最低賃金に引っ張られているような水準にある。企業誘致フ

ェアで知事が、「青森県は飯はうまいし人は潤沢なので、是非進出して下さい」

と声を張り上げていた。

地域格差の実感とは、このようなものである。この調査研究をはじめた頃は、

ITバブルが崩壊した2002年であり、日本経済はこの年をボトムとして、景気回

復軌道へと移行していった。調査研究のテーマも、当初、失業の地域構造分析

であったが、２年目からは地域における雇用創出へと転換した。コインの裏面

から表面を調べるという方向転換に、調査研究そのものがかなり混乱してしま

った、というのが実情である。

こうした混乱は、この報告書にも色濃く現れている。各章ごとの関連性が希

薄になってしまい、時には結論や政策提言的な部分に意見の相違が認められる。

しかしながら、調整の時間が余りなかったことも事実であるが、あえて調整を

しないことにした。過去のトレンドと現在及び今後予想される社会変化が、連

続性を持たない可能性があり、政策論のレベルでは、パラダイムシフトが起こ

っているものと思われる。

統計データの解析は、過去の趨勢を分析したものであり、大いに参考になる

と共に、政策論における発想の転換には結び付かない。地方から大都市への若

年労働力の移動を前提とした積極的労働力政策の延長での政策は、東京や名古

屋といった大都市圏への極端な人口集中傾向を加速する。少子高齢化が急速に

進展する環境下で特定地域への極端な人口集中が進むと、多くの地域で過疎高

齢化が極端に進行することになる。

政策論の世界では、既に中央集権的な政策から地方分権的な政策への転換が
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おわりに

はじまっており、この流れに沿っていろいろな政策が立案されはじめている。

こうした意味で、本書は転換期の混乱を忠実に示したとも言えよう。平成19年

度からはじまる新たなプロジェクト研究では、地域再生に焦点を絞った調査研

究を行う計画である。
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